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第８次医療計画、地域医療構想等の検討、取組に当たって

厚生労働省第３回地域医療構想及び医師
確保計画に関するワーキンググループ
（令和４年３月２日）資料１
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新型コロナウイルス感染症への対応

厚生労働省第３回地域医療構想及び医師
確保計画に関するワーキンググループ
（令和４年３月２日）資料１
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新型コロナウイルス感染症への対応

厚生労働省第３回地域医療構想及び医師
確保計画に関するワーキンググループ
（令和４年３月２日）資料１
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新型コロナウイルス感染症の感染拡大時の受入体制（イメージ）

厚生労働省第28回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和2年11月5日）資料6（一部改）
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人口構造の変化への対応

厚生労働省第３回地域医療構想及び医師
確保計画に関するワーキンググループ
（令和４年３月２日）資料１
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令和元年
9月26日

厚生労働省が公立･公的病院再編統合リスト公表
・厚生労働省は、地域医療構想の推進に関し、再編統合等の検討を求める424※の公立・公的病院のリスト
を公表。要請対象病院は、再編統合を伴わない場合には令和2年3月末まで、再編統合を伴う場合には遅
くとも同年秋頃までに結論を得ることとされた。
※その後（R2.1.17）、データの一部に誤りがあったとして修正され、4３６病院に訂正
※鳥取県該当病院（４病院）：岩美病院、日南病院、西伯病院、済生会境港総合病院

令和2年
1月17日

厚生労働省から公立・公的病院の医療機能の再検証通知等を発出
・厚生労働省が都道府県に対し、公立・公的病院の医療機能の再検証を行うよう求める正式な通知を発出
した。

3月4日 厚生労働省が再検証の期限を延期する通知を発出
・新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、3月末としていた見直し報告期限を再整理することとした。

8月31日 厚生労働省が再検証の期限を延期する通知を発出
・新型コロナウイルス感染症への対応の視点を含め、再検証等の期限、地域医療構想に関する取組の進め
方について、社会保障審議会医療部会や地方自治体の意見等を踏まえて再整理することとされた。

令和3年
12月10日

地域医療確保に関する国と地方の協議の場（第７回）開催
・各都道府県で、第８次医療計画の策定作業と併せて、令和４年度及び令和５年度において、地域医療構想
に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針の策定や検証・見直しを行うとともに、検討状況につ
いて定期的に公表を行うことについて確認がなされた。

令和４年
３月２４日

厚生労働省が地域医療構想の進め方に関する通知を発出
・厚生労働省において、再検証等や地域医療構想に関する取組の進め方について、改めて整理の上、示すと
していたことについては、令和４年度及び令和５年度において、公立・公的・民間医療機関における対応方
針の策定や検証・見直しを行うこととされた。また、このうち公立病院については、病院ごとに「公立病院経
営強化プラン」を具体的対応方針として策定した上で、地域医療構想調整会議において協議することとさ
れた。

地域医療構想に係る経緯 鳥取県医療計画等に係る医療政策担当者会議
（令和４年６月２７日）資料
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地域医療構想の進め方について①（令和４年３月２４日厚生労働省医政局長通知）
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地域医療構想の進め方について①（令和４年３月２４日厚生労働省医政局長通知）
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○ 地域医療構想は、将来人口推計をもとに2025年に必要となる病床数を４つの医療機能ごとに推計した上で、
地域の医療関係者の協議等を通じて病床の機能分化・連携を進め、効率的な医療提供体制を実現するため
の取り組み。

○ 地域医療構想では、「構想区域」を設定（鳥取県では二次医療圏）し、構想区域ごとに「高度急性期」、「急性
期」、「回復期」、「慢性期」の４つの医療機能ごとの「将来の病床数の必要量（必要病床数）」を推計している。
⇒ 鳥取県では、将来の病床数は目標値ではなく、あくまで「参考値」として取り扱っています。

○ 地域医療構想の実現に向け、地域の実情に応じた課題抽出や実現に向けた施策を地域の関係者で検討し、
合意していくことが求められます。そのための「協議の場」として、構想区域ごとに「地域医療構想調整会議」を
設けている。
⇒ 保健所には、各圏域の調整（地域医療構想調整会議の運営等）を担っていただいています。

○ 「地域医療構想調整会議」では、各医療機関が自主的に選択する「病床機能報告制度」に基づく現状の病床
数、地域医療構想における2025年の必要病床数等を参考にして、病床数や医療機能など地域の実情を共有
し、関係者の協議を通じて、地域において優先的に取組むべき事項を協議するとともに、圏域の課題解決に向
け、地域医療介護総合確保基金の活用について検討を行っている。
⇒ 構想区域における課題を解決し、2025年に必要な医療提供体制の構築を目指すものであり、病院の病
床削減や再編統合等を目的としているものではありません。

「地域医療構想」は、高齢化の進展等に伴う将来の医療ニーズを踏まえ、関係者の協議に
よって地域に必要とされる医療提供体制の整備を進めるもの。
※ 平成26年６月に成立した「医療介護総合確保推進法」により制度化
※ 平成３０年４月から始まった第7次医療計画の一部として位置付け

鳥取県における地域医療構想の進め方について①
鳥取県医療計画等に係る医療
政策担当者会議
（令和４年６月２７日）資料



高齢化に伴う患者ニーズの変化を踏まえた各医療機関の自主的な判断により、急性期病床から回復期病床へ
の転換等が進められるなど、病床機能の見直し等が少しずつ進んでいる。

鳥取県における地域医療構想の進め方について②

病床機能報告 将来の病床数(R7)
（参考値）H27.7 R3.7 R3-H27 R7.7（見込み）

高度急性期 １，１７６ ８７８ -298 ９１４ ５８３

急性期 ３，１９５ ２，９６１ -234 ２，８３９ ２，０１９

回復期 ９１２ １，２７２ 360 １，４２４ ２，１３７

慢性期 １，８１９ １，６４５ -174 １，６１０ １，１５７

休棟中
（再開予定有）

１３８ ８７ 51 ０

休棟中
（再開予定無）

０ ０ ０ ０

休棟予定 ０ ０ ０ ０

無回答 ５０ ９ -41 ５１

合計 ７，１５２ ６，８５２ -300 ６，８３８ ５，８９６

（出典：各年の病床機能報告をもとに作成）

これまでの取り組みの成果

「鳥取県地域医療構想」の２０２５年の必要病床数（参考値）は、現状と比較して高度急性期・急性期
は過剰傾向、回復期は不足傾向となっており、県としては、関係機関等と連携し、地域医療構想調整会
議での議論を進め、地域の実情に応じた将来に向けた医療提供体制の確保を目指していくこととして
いる。

鳥取県医療計画等に係る医療
政策担当者会議
（令和４年６月２７日）資料
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鳥取県における地域医療構想の進め方について③

今後の取組の方向性

〇これまで公立・公的・民間医療機関においては、2025年を見据え、構想区域において担うべき医療
機関としての役割や、医療機関ごとの病床数を含んだ具体的対応方針を検討していただき、各圏域の
地域医療構想調整会議で協議いただいてきたところ。

〇令和４年３月２４日付厚生労働省医政局長通知において、令和４年度及び令和５年度において具
体的対応方針の策定や検証・見直しを行うこととされた。

令和４年度の具体的な取組

〇公立・公的医療機関、民間病院及び有床診療所については、追加的に示された留意事項
※P8参照

を踏
まえ具体的対応方針の検証、策定、見直し（公立病院は「公立病院経営強化プラン」の策定）に着手
する。なお、公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証要請への対応も併せて行う。
※ 前回調査時点から「新興感染症対応における病院機能」を項目追加、具体的な依頼文は後日発出予定

検証、策定、見直し後、次ページの令和２年度以降実施してきた協議の進め方に沿って地域医療構
想調整会議において、令和５年度にかけて順次協議を行う。

鳥取県医療計画等に係る医
療政策担当者会議（令和４
年６月２７日）資料一部改
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具体的対応方針の策定・議論に向けて
（コロナ対応により中断している令和２年度の進め方を踏襲）

（１）各保健所において各病院との意見交換（別紙1作成）
「別紙１」をもとに、２０２５年（令和７年）に向けた現状把握、課題や今後の方向性などについて、
各病院との意見交換を実施

（２）各病院で２０２５年の医療機能の在り方等を検討
地域における自院の立ち位置を再検証していただき、役割・機能について整理
※圏域における各病院が担うべき役割を再確認し、機能転換等を行う場合はその理由を整理。
※見直し等の結果、変更なし（現状維持）の場合は、その理由を整理。

（３）各圏域の地域医療構想調整会議における協議・検討（合意）
○個別の医療機関ごとの具体的対応方針
○地域医療介護総合確保基金の活用
・圏域課題等に対応するための取組検討
・病院の新築・増改築、機能変更を伴う施設設備 等
・単独支援給付金の支給を受けようとする医療機関については、病床削減に係る再編計画に関する協議 等

⇒ 調整が整ったものから調整会議に諮り、令和５年１０月頃※を目途に各圏域で検証結
果について合意を得る
※現状、国において令和４年度及び令和５年度において、公立・公的・民間医療機関における対応方針の策定や検証・見直
しを行うこととされているため。

鳥取県における地域医療構想の進め方について④
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鳥取県医療計画等に係る医療
政策担当者会議
（令和４年６月２７日）資料



公立・公的医療機関の具体的対応方針の再検証への対応状況参考

対象医療機関

再検証対象医療機関は、がん、心血管疾患、脳卒中などの全ての領域において、「診療実績が
特に少ない」（9領域）又は「類似かつ近接」（６領域）の要件に該当する医療機関で、本県は次
の４病院が対象。

・岩美病院
・日南病院
・西伯病院
・済生会境港総合病院

要請内容

再検証対象医療機関は、次の点について検討を行い、その結果を反映した具体的対応方針を
地域医療構想会議において、説明し、合意を得ること。
① 現在の地域における急性期機能や、将来の人口推移とそれに伴う医療需要の変化等を
踏まえた、2025年を見据えた自医療機関の役割
② 分析対象とした領域ごとの医療機能の方向性（他の医療機関との機能統合や連携、機能
縮小・廃止等）
③ 上記を踏まえた機能別の病床数

【再検証要請の主旨】
各医療機関の役割等の再検証をお願いするもので、医療機関そ
のものの統廃合を機械的に決めるものでもない。
地域の実情を踏まえ、地域医療構想調整会議で、２０２５年のあ
るべき姿に向けて必要な医療機能の議論を進めて頂きたい。
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重点支援区域の概要

重点支援区域の申請、対象事例

地域医療構想調整会議で合意を得た上で、都道府県が国へ申請を行う。

① 複数医療機関の再編統合事例
※ 単一医療機関のダウンサイジングは対象ではない

② 公立・公的医療機関に係る再検証の対象医療機関が対象となっていない再編統合事例も対象
③ 複数区域にまたがる再編統合事例も対象

重点支援区域に対する国による支援の内容

〇病院に対する財政的支援
・ 統合を伴う病床ダウンサイジングに対して一層手厚く支援
〇地域医療構想調整会議に対する技術的支援
・ 地域の医療事情に関するデータ提供
・ 議論の場・講演会などへの国職員の出席
厚生労働省医政局地域医療計画課長通知（令和2年1月10日医政地発0110第1号）「重点支援区域の申請について」より

参考
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重点支援区域申請等の流れ

国の支援を希望する事例の発生

県から国に対して重点支援区域を申請

重点支援区域の申請について
地域医療構想調整会議において合意の形成

通知に記載の留意事項
・ 申請自体が、再編統合の方向性を決めるものではない
・ 再編統合等の結論については地域の自主的な議論による

国が重点支援区域を選定

国による支援の実施

令和2年1月以降、国が随時選定

参考
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